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1. 高等教育に関する基礎データ
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1-1. １８歳人口、進学率等の推移

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本調査」（平成25年度は速報値）、平成38年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、
３３年頃から再び減少することが予測されている。

年
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1-2. 国公私立大学の学生数の推移

学生数の推移

622,679 621,487 622,404 624,389 627,850 628,947 627,402 623,811 621,800 625,048 623,304 618,134 614,785 

112,523 116,705 120,463 122,864 124,910 127,872 129,592 131,970 136,913 142,523 144,182 145,578 146,159 

2,030,503 
2,047,840 

2,061,113 
2,062,042 

2,112,291 
2,102,393 

2,071,714 
2,080,346 

2,087,195 
2,119,843 

2,126,003 
2,112,422 

2,107,984 

0
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1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

私 立
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国 立

（人）

6

60,973 60,930 60,882 60,897 60,937 60,712 60,991 61,019 61,246 61,689 62,702 62,825 63,218

10,769 10,860 10,977 11,188 11,426 11,743 11,786 12,073 12,402 12,646 12,813 12,876 12,871

80,830 83,260 84,296 86,685 89,327 92,018 94,859 96,822 98,391 100,068 101,169 101,869 102,580

0
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教員数の推移

1-3. 国公私立大学の教員数の推移
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1-4. 高等教育機関に在籍する外国人留学生数の推移

3,905 4,590 5,384 
6,838 

8,035 9,354 

10,568 
12,383 13,816 

15,004 
16,592 17,740 18,645 19,779 19,856 20,483 22,679 23,585 

25,146 
26,229 

28,542 29,514 

30,278 30,910 31,592 
32,666 

35,405

39,097
39,749

39,641

5,693 6,216 7,201 
8,291 

9,803 
11,246 13,486 

16,390 

18,710 
21,364 

23,677 25,009 25,477 25,504 25,052 25,159 

26,160 30,612 

39,502 

50,321 

57,911 
62,311 

64,774 

63,437 

62,159 

63,175 

67,108 

72,665 71,244

71,361

830 1,604 2,424 3,502 4,316 5,043 
7,197 

12,574 12,540 12,193 12,136 11,038 
9,725 7,638 6,139 5,656 6,916 

8,815 

12,324 

17,173 
21,233 

23,833 

25,197 

21,562

22,399 

25,753
27,914 

27,872 

25,463

25,167

999 1,840 1,827 1,822 1,644 
1,563 

2,018 
2,348 2,235 2,293 

2,140 
1,619 

1,587 

10,428 

12,410 

15,009 

18,631 

22,154 

25,643 

31,251 

41,347 
45,066 

48,561 
52,405 53,787 53,847 

52,921 51,047 

51,298 
55,755 

64,011 

78,812 

95,550 

109,508 

117,302 

121,812

117,927

118,498 

123,829

132,720

141,774
138,075

137,756 
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昭和

58

59 60 61 62 63 平成

元

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（人）

（年度）

大学院

学部・短期大学・高等専門学校

専修学校（専門課程）

準備教育課程

留学生総数
(高等教育機関在籍者数）

(各年5月1日現在）

※参考： 日本語教育機関に在籍する外国人留学生数（平成24年５月１日現在） 24,092人（上記留学生総数には含まれない。）

我が国の高等教育機関に在籍する外国人留学生数の推移
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1-5. 受入研究者数（国際研究交流）

17,606 

19,103 

18,084 

21,715 
22,565 

24,296 

26,562 

27,870 

23,212 

20,257 

12,494 

13,761 
13,257 

15,936 

17,233 

18,532 

19,485 

20,542 

17,571 

15,697 

513 421 360 406 449 607 668 760 448 392 

1,946 
2,350 2,436 

3,178 
2,691 2,651 2,874 3,184 

2,026 1,812 

37 
11 

170 36 38 27 
95 122 62 55 

2,616 2,560 

1,861 
2,159 2,154 2,479 

3,440 3,262 3,105 2,301 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（人）

（年度）

受入研究者数（大学等＋独法等）【機関種別】（短期）

総数 国立大学等 公立大学 私立大学 高等専門学校 独立行政法人等

12,524 
12,821 

13,307 

13,223 
12,518 

12,104 

13,255 13,381 

14,241 

13,358 

7,378 
7,689 7,615 

7,554 
7,372 

7,094 

7,131 7,030 
7,460 

7,410 

201 

329 

390 326 269 

298 397 
457 

482 

417 

2,661 2,830 
3,239 3,116 2,985 2,937 

4,059 4,116 

4,570 

3,952 

3 7 11 11 13 21 19 20 18 
16 

2,281 
1,966 2,052 

2,216 
1,879 1,754 

1,649 
1,758 1,711 

1,563 

0

2,000

4,000
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16,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（人）

（年度）

受入研究者数（大学等＋独法等）【機関種別】（中・長期）

総数 国立大学等 公立大学 私立大学 高等専門学校 独立行政法人等

※ 受入研究者とは、国内の各機関で雇用している（非常勤も含む）外国人研究員等および共同研究・学会・講演会・シンポジウム等で招へい・来日した外国人研究者を指す
（ポスドク・特別研究員等は含むが、学生は含まない）。

※出典：国際交流状況調査（平成23年度）
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1-6. 大学への公財政支出の規模

■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国
の中で最低の水準であり、約半分の水準。

■ 日本は家計の負担割合が高い。教育の受益者は社会全
体であり、広く社会全体で負担する方向に転換すべき。

家計

公財政

その他私費

※ドイツとＯＥＣＤ
平均については
家計負担割合が
不明。

※奨学金などの
私的（部門）補助
は、公費負担に
は含まれない。

教育費の公費・私費負担割合

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

■ 諸外国は近年、高等教育への投資を
拡大しているが、日本は横ばい。

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。

高等教育機関への公財政支出の推移
（2000年を100として）

グループ４
（ドイツを含む）

グループ２

グループ３
（韓国含む）

国
立
（州
立
）大
学
の
授
業
料
（ド
ル
）

学生のうち奨学金等の受給率（％）

グループ１

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

（出典）OECD「図表でみる教育（2013）」より作成

授業料が

高く，支援

も

それほど

充実してい

ない
授業料が低く，支援はそれほど
充実していない

授業料が高いが

支援は手厚い

◆

○ 高等教育への公財政支出は、諸外国と比べ低水準

（％）

（出典）「OECD 図表でみる教育（2013）」

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ）

ＯＥＣＤ平均

（2010年）

（2010年）

※独のみ2009年の数値

10

1-7. 運営費交付金と競争的資金等獲得状況（受入額ベース）

出典：国立大学法人等の平成24事業年度決算等について

＊ 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の趣旨を踏まえた給与減額支給措置の影響により、平成２４年度は運営費交付金の額が大幅に減少している。
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1-8. 科学技術関係経費の推移

12

1-9. 科研費の推移

第１期基本計画

（＋４９５億円）

第２期基本計画

（＋４６１億円）

第３期基本計画
（＋１２０億円）

第４期基本計画

※ 予算額は、当初予算額を計上。

※平成23年度から一部種目について基金化を導入したことにより、予算額には、翌年度以降に使用する研究費が含まれることとなったため、予算額が当該

年度の助成額を表さなくなった。そのため、当該年度に助成する金額を｢助成額｣として、予算額とは別に表記している。

1,018 

1,122 
1,179 

1,314 

1,419 

1,580 

1,703 
1,765 

1,830 
1,880 1,895 1,913 1,932 

1,970 2,000 

2,633 2,566 

2,381 

2,2762,204

2,307 2,318 2,305

800
900

1,000
1,100
1,200
1,300
1,400
1,500
1,600
1,700
1,800
1,900
2,000
2,100
2,200
2,300
2,400
2,500
2,600
2,700

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

億円

年度

間接経費の導入
（H13年度～）

基金化の導入、
採択率の改善
（H23年度）

※助成額

※予算案
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1-10. 国立大学法人等の共同研究、受託研究の実施件数

9,378 

11,362 
12,405 

13,654 14,303 14,098 14,677 15,032 15,475 

7,827 
9,008 

10,082 10,584 10,682 
11,736 11,208 

12,212 12,399 

0
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8,000
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18,000
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受託研究

（件）
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